
○常総市市民協働のまちづくり推進条例 

平成２１年３月２５日 

条例第１号 

私たち常総市民の心からの願いは，明るく住みよい，生き生きとした地域社会

を築き，美しい自然に恵まれた，健康的な環境を次の世代へ引き継ぐことである。 

しかし，社会経済情勢の変化に伴って人々の価値観や生活様式が大きく変化し，

市民の行政に対するニーズも多様化，複雑化しつつある中において，少子・高齢

化を始め，教育，福祉，環境，防災，財政などさまざまな行政運営の課題に直面

しているとともに，地方分権の進展によって地方公共団体の自らの決定と責任の

範囲が拡大し，特色あるまちづくりが求められている。 

このような課題を解決し，よりよいまちづくりを推進していくためには，地域

社会を構成する一人ひとりの市民，市民活動団体，事業者，地域コミュニティ協

議会そして行政が相互の理解と信頼に基づき，それぞれの特性を生かしながら，

協働していくことが必要である。 

私たちは，人と人とのつながりを大切にし，互いに支え合い，市民協働のまち

づくりを推進することにより，将来にわたって市民が誇りの持てる個性豊かな地

域社会の実現を目指して，ここに，この条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は，市民協働のまちづくりの推進に関する基本理念を定め，市

民，市民活動団体，事業者，地域コミュニティ協議会及び市の役割を明らかに

するとともに，互いに連携し，協力することで，一層の公益の増進を図り，も

って魅力と活力ある地域社会の発展と新しい公共の創造に寄与することを目的

とする。 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定める

ところによる。 

(1) 市民協働のまちづくり 市民，市民活動団体，事業者，地域コミュニティ



協議会及び市がその自主的な行動のもとに，お互いに良きパートナーとして

連携して協力し，それぞれが自らの経験，知識及び責任においてまちづくり

に取り組むことをいう。 

(2) 市民活動 市民，市民活動団体，事業者及び地域コミュニティ協議会が自

発的かつ自律的に行う活動であって，営利を目的としない公益性のあるもの

をいう。ただし，次に掲げる活動を除く。 

ア 宗教の教義を広め，儀式行事を行い，及び信者を教化育成することを主

たる目的とする活動 

イ 政治上の主義を推進し，支持し，又はこれに反対することを主たる目的

とする活動 

ウ 特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定す

る公職をいう。以下同じ。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含

む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し，支持し，又はこれらに反

対することを目的とする活動 

(3) 市民 市内に在住し，在勤し，又は在学する者及び市民活動に参加する者

をいう。 

(4) 市民活動団体 市民活動を行うことを主たる目的とする団体をいう。 

(5) 事業者 営利を目的とする事業を行う個人又は法人をいう。 

(6) 地域コミュニティ協議会 地域の実情に合わせて市民協働のまちづくり

を主体的に行うために設立し，第１１条の規定による認定を受けて活動する

組織をいう。 

（基本理念） 

第３条 市民，市民活動団体，事業者，地域コミュニティ協議会及び市は，対等

の立場でそれぞれの責務及び役割を理解し，市民協働のまちづくりの推進に努

めなければならない。 

２ 市民，市民活動団体，事業者，地域コミュニティ協議会及び市は，市民協働

のまちづくりを推進するため，情報を積極的に公開し，共有するとともに，相



互に参加及び参画を図らなければならない。 

３ 市は，市民活動の自主性及び自立性を尊重しなければならない。 

４ 市の市民活動団体及び地域コミュニティ協議会に対する支援は，その公益性

に基づき，公正に行われなければならない。 

（市民の役割） 

第４条 市民は，前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）に基づ

き，自らが暮らす地域社会に関心を持ち，自らできることを考え，行動すると

ともに，まちづくりに積極的に参加し，又は参画する意識を持つよう努めるも

のとする。 

２ 市民は，市民活動に関する理解を深め，その活動の発展及び促進に協力する

よう努めるものとする。 

３ 前２項に規定する市民の役割は，強制されるものではなく，個々の市民の自

発性に基づいて行うものでなければならない。 

（市民活動団体の役割） 

第５条 市民活動団体は，基本理念に基づき，市民活動の社会的意義及び責任を

自覚して活動するとともに，開かれた運営を通じて当該活動が広く市民に理解

されるよう努めるものとする。 

（事業者の役割） 

第６条 事業者は，基本理念に基づき，地域社会の一員として，市民協働のまち

づくりに関する理解を深め，自発的にその推進に努めるものとする。 

２ 事業者は，市民活動団体及び地域コミュニティ協議会がまちづくりに果たす

役割の重要性を十分に理解し，自発的に支援するよう努めるものとする。 

（地域コミュニティ協議会の役割） 

第７条 地域コミュニティ協議会は，基本理念に基づき，市民，市民活動団体及

び事業者が主体となって，地域資源を活用し，地域の課題解決に取り組むよう

努めるものとする。 

（市の役割） 



第８条 市は，基本理念に基づき，市民，市民活動団体，事業者及び地域コミュ

ニティ協議会の参加又は参画を得て，市民協働のまちづくりを推進するための

施策を実施するよう努めるものとする。 

２ 市は，市民協働のまちづくりが活発に行われるための環境の整備等を図るよ

う努めるものとする。 

３ 市は，市民協働のまちづくりに資する情報を積極的に公表し，市民に対する

説明責任を果たすものとする。 

（施策の実施） 

第９条 前条第１項の規定により市が実施する施策は，次のとおりとする。 

(1) 意見公募（市の施策の策定過程において，当該施策の案を公表し，これに

対する市民の意見を考慮して当該施策の意思決定を行うとともに，当該意見

に対する考え方を公表する手続をいう。） 

(2) 市民提案（市民が具体的な政策等を提案し，その提案に対する市の考え方

を公表するとともに，提案をした市民に回答する手続をいう。） 

(3) ワークショップ（政策等について，市と市民が対等な立場で行う議論又は

作業を通じて意見を集約するための会合をいう。） 

(4) 公聴会等（政策等について，市が広く市民の意見を聴取するための会合を

いう。） 

(5) 附属機関等の委員の公募（市の附属機関又はこれに準じる機関等において，

市民が参加し，意見等を述べる機会を確保するため，当該附属機関等の委員

について市民から公募することをいう。） 

(6) 前各号に定めるもののほか，市長が適当と認める施策 

（財政的支援） 

第１０条 市長は，市民活動団体が行う市民活動及び地域コミュニティ協議会が

行う取組を促進するため，公益上必要があり，かつ，当該市民活動団体及び当

該地域コミュニティ協議会の自立性を損なわないと認めるときは，予算の範囲

内で補助金の交付等財政的な支援をすることができる。 



（地域コミュニティ協議会の認定） 

第１１条 市長は，地域住民が主体となって設立し，地域の課題解決に取り組む

ため，市規則で定める要件に該当する組織を，地域コミュニティ協議会として

認定することができる。 

（地域コミュニティ協議会の認定の申請等） 

第１２条 前条の規定による認定を受けようとする組織は，市規則で定める書類

を添付した申請書により市長に申請しなければならない。 

２ 地域コミュニティ協議会は，前項の規定による申請の内容に変更があったと

きは，速やかに市長にその旨を届け出なければならない。 

（地域コミュニティ協議会の認定の取消し） 

第１３条 市長は，第１１条の規定により認定した地域コミュニティ協議会が次

の各号のいずれかに該当すると認めるときは，その認定を取り消すことができ

る。 

(1) 市規則で定める要件に該当しなくなったと認められるとき。 

(2) 偽りその他不正の手段により認定を受けたとき。 

(3) 市から受けた支援の活用に当たり故意に不当な行為を行ったとき。 

（市民協働のまちづくり推進委員会） 

第１４条 市民協働のまちづくりを推進するため，市長の附属機関として，常総

市市民協働のまちづくり推進委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は，次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 市民協働のまちづくりの推進に関し，市長の諮問に応じて審議し，答申す

ること。 

(2) 市民協働のまちづくりに関し，必要に応じて市の施策等を調査し，市長に

意見を述べること。 

３ 委員会は，委員１５人以内をもって組織する。 

４ 委員は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱し，又は任命する。 

(1) 公募による市民 



(2) 市民活動団体の関係者 

(3) 事業者 

(4) 学識経験のある者 

(5) 市職員 

(6) その他市長が適当と認める者 

５ 委員の任期は，委嘱又は任命を受けた日の属する年度の翌年度の末日までと

する。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

６ 委員は，再任することができる。ただし，３期を限度とする。 

７ 委員会は，特定の事項を審議し，又は調査するため必要があるときは，部会

を置くことができる。 

８ 前各項に定めるもののほか，委員会の運営について必要な事項は，別に定め

る。 

（委員会への諮問等） 

第１５条 市長は，市民協働のまちづくりに関する基本方針その他の重要事項を

決定しようとする場合は，あらかじめ委員会に諮問しなければならない。ただ

し，当該重要事項を所掌する他の附属機関に諮問するときは，この限りでない。 

２ 市長は，市民，市民活動団体，事業者又は地域コミュニティ協議会から市民

協働のまちづくりに関する意見，提案等の提出があった場合は，当該意見等の

内容を委員会に報告し，又は諮問するとともに，速やかにこれを調査し，検討

しなければならない。 

３ 市長は，前２項の規定による諮問，検討等の結果に基づき，必要に応じて市

民協働のまちづくりに関する施策を見直す等適切な措置を講じなければならな

い。 

（委任） 

第１６条 この条例の施行に関し必要な事項は，市規則で定める。 

附 則 

この条例は，平成２１年４月１日から施行する。 



附 則（平成２５年条例第３号） 

この条例は，平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年条例第２８号） 

この条例は，令和７年１月１日から施行する。 

 


